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昭和戦前期における家族計画 意識一長野県Ｓ町における事例をもとに一
奈良女大生活環境　 宮坂 靖子

目 的　 】日本における家族の近側ﾋ に関する研究の進展により、1920年代に都市新

中間層に顕現した近代家族意識朗 肘1徴力司 らかにされているが、西欧社会史の知見と同
様に、中でも棉こ子ども観の変容と母性観の変容が重要な要因として指摘されている。こ
の変化を招来した要因としては 、避妊さらには家族計画に対する人々の意識の実態や変容

過程を明らかにすることが重要な課題であると考られる。本考察は、昭和戦前期における
避妊や家族計囲こ対する庶民の意識の実態を明らかにするための一試論である。

【　方 法　】長野県諏言部 下諏t胴i こお1,ヽて、1900年代(M33～42年）生まれ/lO人、1910

)生 まれ/17人 、1920年代(T9～S4年)生まれ/2人の、計29 人の高齢女性か
査を行った。主な調査項目は、①家族計画意識の有無(stoppingとspacing
l･出産歴 ③注瞳(場所･姿勢･産婆を含む人間関係) ④授乳・断乳 ⑤出

あ る 。

これらのインフォーマントの中には結婚当初から避妊、さらには家族計画
を行っていたものはいなかった。受胎や避妊の知識を有していた者が3人あったが、避妊

実行との間にば周連が見られなかった。ただし、家族規模制限をstoppingによって行って
いた者が6人いたが、時期 刎こはすべて戦後であり、方法は堕胎3人、避妊3人であった。

同様に意図的なspacingを寿 子している者も見られなかった。既に『主婦之友』を資料と同様に意図的なspacingを寿 子している者

して分析を行った大正期7)新中旧 習と比申

観の浸透という点で大きな差異力現 られ、
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ると、受胎のコントロールという近代的生命

層差・地域差力湖 らかになった。

日本国憲法第三章人権条項の生成過程

一主としてベアテ・シロタ・ゴードンの起草条項についてー

○中西　央　　 草野　篤子（信州大）

【目的】日本国憲法第24 条は、国家の公的領域のみならず私的領域に及ぶ男女平等を規定し、戦後

における明治民法改正に大きな影響を与えた。本研究は、マッカーサー草案起草に至るまでの総指

令部（GHQ) 内での作業過程に着目し、主として第24 条の起草者、ベアテ・シロタが起草した条項

に詳細なる分析を加え、現代社会の中で再評価を行う。さらに、民主的な近代家族の生成に寄与し

た憲法第24 条の明文化の淵源を探ることを目的とする。

【方法】国立国会図書館所蔵のGHQ/SCAP 文書 のHussey Papers, University of Michigan Graduate

Library, Asia Library,1977(Microfilm）のReel Nr. 5を主として解読し、ベアテ・シロタの日本国憲

法起草条項およびその変遷過程の分析、考察を行った。

【結果】日本国憲法第三章人権条項誕生の淵源には、ユダヤ人としての被抑圧民族、及び女性とし

てベアテ・シロタ自身が受けた差別経験を見い出せた。さらに、ベアテ・シロタが起草した条項は、

未婚の母の権利、非嫡出子の権利と差別の禁止、長子相続権の廃止、養子の保護、女性の経済的自

立の助成など、現在民法改正論争の的となっている内容をも規定している点において、先進性を見

い出すことができた。加えて、被抑圧民族及びジェンダーに属するベアテ・シロタの草案と、憲法

研究会案の両者は、全く異なるルーツを持つ人々によって起草されたにもかかわらず、両者ともに

ワイマール憲法やソ連憲法等の諸外国憲法をモデルとしたことによる共通点が見出せた。ベアテ・

シロタ釣

たって、新たな視座を提示した。
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